
富山自動車整備専門学校学則 

【2025 年 4 月 1 日施行】 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本校は、学校教育法の規定に従い、自動車に関する専門的な知識・技術を修得させ、更

に豊かな教養を養うとともに、創造性に富む人材育成を図り、地域社会へ貢献できる自

動車整備のスペシャリストを養成することを目的とする。 

                  

（名称） 

第２条 本校は、富山自動車整備専門学校と称する。 

 

（所在地） 

第３条 本校の本拠地を、富山市野々上１３番１号に置く。 

 

（自己点検・評価） 

第４条 本校は、その教育の一層の充実を図り、本校の目的及び社会的使命を達成するため、本

校における教育活動の状況について、自ら点検及び評価を行うものとする。 

 

（情報の積極的な提供） 

第５条 本校は、教育活動等の状況について、広く周知を図ることができる方法によって、積極

的に情報を提供するものとする。  

           

第２章 課程、学科及び修業年限、定員並びに休業日 

（課程、学科、修業年限、定員）       

第６条 本校の課程、学科等及び修業年限並びに定員は、次のとおりとする。   

課  程  名 学  科  名 修業年限 入学定員 総 定 員 昼夜別 

工業専門課程 自動車整備学科 ２年 ４０名 ８０名 昼間 

 

（学年、学期）         

第７条 本校の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。   

２．本校の課程の学期は、次のとおりとする。 

前期   ４月１日から９月３０日まで         

後期 １０月１日から３月３１日まで 

     

（休業日）         

第８条 本校の休業日は、次のとおりとする。但し、校長は、特に必要があると認める場合には、

休業日を変更することができる。      

（１）日曜日          

（２）土曜日 



    （３）国民の祝日に関する法律に規定する日 

    （４）夏季休業日  ７月２４日から８月３１日 

    （５）冬季休業日 １２月２５日から１月 ７日 

    （６）春季休業日  ３月２６日から４月 ８日 

 

第３章 教育課程、授業時数及び教員組織 
（教育課程、授業時数） 

第９条 本校の教育課程及び授業時数等は別表のとおりとする。 

  ２．別表に定める授業時数の１単位時間は、４５分とし、卒業までに履修させる授業時数 

    は、１８００時間以上とする。 

 

（授業時数の単位数への換算） 

第１０条 本校の授業科目の授業時数を単位数に換算する場合においては、講義にあっては１５ 

     時間をもって１単位、演習にあっては３０時間をもって１単位、実習にあっては４５ 

     時間をもって１単位とする。 

 

（成績評価） 

第１１条 授業科目の成績評価は、学年末において、定期試験、実習の成果、履修状況等を総合

的に勘案して行う。但し、学年末の時点で退学、休学している者に関しては、成績評

価を行わない。 

    

（始業及び終業）     

第１２条 本校の始業及び終業時刻は、次のとおりとする。     

     始業 ９時２０分  終業 １６時３０分 

     

（教職員組織）     

第１３条 本校に次の教職員を置く。     

    （１）校  長  

    （２）教  員      

    （３）講  師     

    （４）事務職員      

    （５）学 校 医   

  ２．教員の定員、資格は専修学校設置基準並びに監督官庁の定めによる。   

  ３．校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

  ４．講師は必要に応じて配置する。     

 

第４章 入学、休学、退学及び卒業     
（入学資格） 

第１４条 本校に入学できる者は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条の規定によ



り、高等学校を卒業した者、若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した

者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む）又は

文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者と

する。 

   ２．前項の同等以上の学力があると認められた者とは、学校教育法施行規則（昭和２２年

文部省令第１１号）第１５０条の規定及び同法施行規則第１８３条の規定により、次

の各号の一に該当する者とする。 

    （１）外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者 

       で、文部科学大臣の指定したもの。 

    （２）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外 

       教育施設の当該課程を修了した者。 

    （３）文部科学大臣の指定した者。 

    （４）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により、文部

科学大臣の行う試験科目の全部（試験の免除を受けた試験科目を除く。）について

合格点を得た者。 

    （５）修業年限が３年の専修学校の高等課程を修了した者。 

 

（入学時期） 

第１５条 本校の入学時期は、毎年４月とする。 

 

（入学手続） 

第１６条 本校の入学手続は、次のとおりとする。 

    （１）本校に入学しようとする者は、本校の定める入学願書に必要事項を記載して、 

       第２７条に定める入学検定料を添え、指定の期日まで出願しなければならない。 

    （２）前号の手続を終了した者に対して入学試験を行い、入学者を決定する。 

    （３）本校に入学を許可された者は、入学の許可の日から１０日以内に第２７条の入学 

       金を添え手続をとらなければならない。 

 

（転入学） 

第１７条 本校への転入学を希望する者がある場合には、これを認めない。但し、特別な事情が

ある者には、転入学を認めることがある。 

 

（休学） 

第１８条 学生が疾病その他、やむを得ない事由により、６ヶ月以上にわたり修学することがで

きないときは、これを証明する書類を添えて保証人連署のうえ、休学を届け出なけれ

ばならない。 

   ２． 休学期間は１年を超えてはならない。但し特別な事情がある者には、引き続き休学を 

      許可することがある。なお、休学期間は在学期間に加算せず、休学期間にかかる学生

納付金等は徴収しない。但し、納付済の場合は、学期の途中であっても、返還は行わ

ない。 

 



 

（復学） 

第１９条 前条の者が復学しようとする場合は、校長の許可を受けなければならない。復学する

場合は原級に復するものとし、当該の学費（入学金を除く）を納付しなければならな

い。 

 

（退学） 

第２０条 退学しようとする者は、その事由を記し、校長の許可を受けなければならない。但し、

所定の学費が納入されていない場合は、その納入をもって退学を認める。なお、所定

の期日までに納入がない場合には、第２５条第１項第１号に基づき除籍処分とする。 

 

（課程修了の認定及び称号の授与） 

第２１条 第１１条に定める授業科目の成績評価に基づいて、校長は課程修了の認定を行う。 

    ２．所定の修業年限以上在学し、課程を修了したと認めた者には、卒業を認定する。 

    ３．前項により、工業専門課程「自動車整備学科」を修了した者には、専門士（工業専門 

      課程）の称号を授与する。 

 

（留年） 

第２２条 前条において、進級又は卒業が認定されなかった者は、留年とする。但し、在学期間 

     は第６条に定める修業年限に２を乗じたものを限度とする。 

 

第５章 賞罰 

（褒賞） 

第２３条 成績優秀にして他の模範となる者について褒賞することができる。 

 

（懲戒） 

第２４条 校長は、本校の規則に違反したり、本校の学生の本分に反する行為があった場合にお  

      いて、教育上必要と認められる場合には、学生に対し懲戒を加えることができる。 

   ２．懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

   ３．次の各号に該当する場合に退学を命ずることができる。 

    （１）性行不良で改善の見込がないと認められる者。 

    （２）学力劣等で成業の見込がないと認められる者。 

    （３）正当な理由がなくて出席が常でない者。 

    （４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者。 

 

（除籍） 

第２５条 学生が次の各号に該当する場合は、除籍される。 

    （１）分納及び延納願いがなく、学費を納入しないとき。 

    （２）学生が死亡したとき。 

 



 

第６章 科目等履修生 

（科目等履修生） 

第２６条 本校において開設する授業科目に対し、本校学生以外の者から特定の科目について履 

修申請があった場合には、これを認めない。     

    

第７章 入学金及び授業料等      

（納付金）      

第２７条 本校の入学検定料、入学金、授業料等は、次のとおりとする。   

  入学検定料  30,000 円 

  入学金      160,000 円 

  授業料（年額）     590,000 円 

  実習費（年額）        230,000 円（１年次） 

        実習費（年額）     270,000 円（２年次） 

        施設設備費（年額）   300,000 円（１年次） 

  施設設備費（年額）     340,000 円（２年次） 

  ２．上記学費は、校長が定める日までに納入するものとする。但し、分納及び延納願いが受

理された場合は、この限りではない。           

３．３月３１日までに入学辞退の意思表示をした者（推薦入学試験合格者を除く）につい 

ては、原則として入学金を除く学費の返還に応じる。 

４．留年における納付金の扱いは、不認定科目分のみとし、その算出は修了すべき総時間数

に対する不認定科目分の時間数の割合によるものとする。但し、この場合の解釈として、

留年と決定した年度の次年度に不認定科目分を履修して学ぶ場合のことであり、１年以

上の休学期間を挟む場合にはこの限りでない。 

５．既に納入された学費は、同条第３項に該当する場合以外返金しない。但し、明らかに重

複又は超過納入となった場合やその他校長が必要と認めた場合にはこの限りではない。 

 

第８章 健康診断 

（健康診断） 

第２８条 学校保健法第６条に基づき、健康診断を毎年１回、別に定めるところにより実施する。 

 

第９章 雑則 

（施行細則） 

第２９条 この学則の施行についての細則は、校長が別に定める。 

  

附  則 

１． この学則は、平成１８年４月１日より施行する。 

２． この学則の一部改正（第２１条課程修了の認定及び称号の授与、第２６条納付金）は、平  

   成１９年１２月２７日から施行する。但し、第２６条第３項については、平成２０年度入



学試験合格者から適用する。 

３． この学則の一部改正（第９条教育課程、授業時数）は、平成２０年４月１日以降に入学す  

 る学生について適用し、同年３月３１日現在在籍する学生については、なお従前の例によ  

 ることができる。 

４． この学則の一部改正（第９条教育課程、授業時数）は、平成２７年４月１日以降に入学す  

 る学生について適用し、同年３月３１日現在在籍する学生については、なお従前の例によ  

ることができる。 

５． この学則の一部改正（第９条教育課程、授業時数）は、令和２年４月１日以降に入学する  

 学生について適用し、同年３月３１日現在在籍する学生については、なお従前の例による  

 ことができる。 

６． この学則の一部改正（第９条教育課程、授業時数 別表、第１１条 成績評価、第１３条   

 教職員組織、第１８条 休学、第２７条 納付金）の内、第９条教育課程、授業時数 別  

 表、第１１条 成績評価、第１３条 教職員組織、第１８条 休学については、令和４年   

 ４月１日に施行する。第２７条 納付金については、令和５年４月１日以降に入学する学  

生について適用する。 

７． この学則に一部改正（第６条 課程、学科、修業年限、定員、第１１条 成績評価、第１８ 

条 休学、第１９条 復学、第２０条 退学、第２２条 留年、第２５条 除籍、第２７条 納

付金）について、令和５年４月１日に施行する。第２７条 納付金（学費の変更）について

は、令和６年４月１日以降に入学する学生より適用する。 

８． この学則の一部改正（第２７条 納付金）について、令和６年４月１日から施行する。ただ    

し、適用は令和７年４月１日以降に入学する学生とする。 

９． この学則の一部改正（第１７条 転入学）について、令和６年６月１日から施行する。 

１０．この学則の一部改正（第９条教育課程、授業時数 別表）について、令和７年４月１日か 

   ら施行する。ただし、令和７年４月１日以降に入学する学生について適用する。 



別表

第１学年 第２学年

総論 30 30

エンジン構造 60 60

エンジン制御 30 30

シャシ工学 60 60

エンジン電気装置 30 30

シャシ電気装置 30 30

自動車の力学・数学Ａ 30 30

自動車の力学・数学Ｂ 30 30

電気・電子理論 30 30

自動車材料 30 30

燃料・潤滑剤 30 30

図面 16 16

エンジン整備 60 60

シャシ整備 60 60

電装整備 30 30

故障原因探求 60 60

電子制御装置 16 16

自動車法規 30 30

自動車検査 30 30

エンジン整備作業Ａ 180 180

エンジン整備作業Ｂ 180 180

シャシ整備作業Ａ 180 180

シャシ整備作業Ｂ 180 180

電装整備作業Ａ 180 180

電装整備作業Ｂ 140 140

故障原因探求 180 180

電子制御装置作業 48 48

自動車検査作業 60 60

基礎整備 30 30

自動車検査機器 30 30

実

習
基礎整備作業 45 45

演

習
特別講習Ⅰ 45 45

特別講習Ⅱ 30 30

ビジネスマナー 30 30

1,126 1,104 2,230

1,126 1,104 2,230

＊年間の授業時数は、前期15週、後期15週とする。

工業専門課程「自動車整備学科」教育課程表
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